
１．ＥＵ共通農業政策の概要

・制度の目的・変遷 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １

・予算の推移 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２

２．現行共通農業政策の概要 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３

３．次期共通農業政策を巡る議論

・議論の経緯 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ４

・欧州委員会提案のポイント ・ ・ ・ ・ ・ ５

・欧州委員会提案への反応 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ６

ＥＵの共通農業政策の現状と今後の展望 ２０１９年１２月
欧州連合日本政府代表部



ＥＵ共通農業政策の概要（目的・変遷）
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目的及び必要性

● 欧州経済共同体（ＥＥＣ）において，農業分野における関税同盟と共同市場を形成する
ため，加盟国の農業政策を統一化することを目的として，１９６２年から共通農業政策
（ＣＡＰ）を導入。

● 特に，農業分野においては，

（１）農業生産が天候や地理的条件等に左右されやすいこと

（２）農産物市場の不安定性

等を踏まえ，域内への十分な食料の供給及び農業者に対する公正な所得水準（ providing 
affordable food for EU citizens and a fair standard of living for farmers）の確保を実現する
ことが目指された。

制度の変遷

● 高水準の価格支持により，１９８０年代には膨大な余剰生産物が発生し，ＥＵはこれら
農産物を輸出補助金により処分。１９９２年に改革を実施し，支持価格の引き下げ及びそ
の代償として直接支払いを導入。

● １９９９年以降，直接支払いを中心とする価格・所得政策（第１の柱）と条件不利地域
支払い，青年農業者支払い等を実施する農村振興政策（第２の柱）による枠組みが確立。

● その後，その時々の要請を踏まえ，生産とリンクせず，過去の支払実績に基づく直接支
払い（デカップル化）の導入（２００３年）や環境・気候変動課題への対応をより重視し
た制度への見直し（２０１３年）等を実施。



ＥＵ共通農業政策の概要（予算の推移）

ＣＡＰ予算の推移

ＣＡＰ予算 ＥＵ予算に占めるＣＡＰ予算の割合

（１０億ユーロ）

●１９９２年以降，直接支払制度の導入により，価格支持及び輸出補助金の予算が減少する一方で，直接支払及び農村振
興予算は増加しており，ＣＡＰ予算全体では，５００億ユーロから６００億ユーロの水準を維持。

●一方で，ＣＡＰ予算がＥＵ全体予算に占める割合は，１９９０年代前半まで６割以上と高水準であったが，ＥＵの直面する課
題が多様化する中，近年その割合は４割前後まで減少している。
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（出典：欧州委員会農業総局作成資料）



・農業環境・気候支払い
・自然等制約地支払い
・青年農業者支援
・経営近代化への投資助成
・小規模農家向け施策
・リスク管理施策 等

現行（２０１４～２０２０年）共通農業政策の概要
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直接支払い

所得・価格政策
（第１の柱）

農村振興政策
（第２の柱）

制度
加盟国
の裁量

各国の直接支
払い予算に占
める割合

デ
カ
ッ
プ
ル
支
払
い

基礎支払い（※１） 義務 残額

上
乗
せ
支
払
い

グリーニング支払い（※２） 義務 ３０％

青年農業者支払い （第２の柱の上乗せ） 義務 ２％以下

再分配支払い 任意 ３０％以下

自然制約地支払い （第２の柱の上乗せ） 任意 ５％以下

カップル支払い（※３） 任意 １５％以下

価格支持

●作物毎に支持価格を定め，市場価格がそれを下回った場合に，
各国の機関等が買支え等を実施。
（対象品目：小麦，大麦，コメ，牛肉，バター，脱脂粉乳等）

●各加盟国は，農村地域の競争力強化，環境・気
候変動対策，地域経済発展・雇用創出等を目的と
した農村振興プログラムを実施。

●予算はＥＵと加盟国との共同負担。

●各加盟国は，農村振興政策予算の３０％を環境
対策（農業・環境・気候変動関連対策，有機農業，
条件不利地域への支払い等）に配分することを義
務付け。

（※１）基礎支払い
全ての農業者を対象とする基礎的な直接支払い。受給要件と
して環境への取組を義務付け。

（※２）グリーニング支払い
基礎支払いの上乗せ支払いとして，更なる環境基準の達成を
受給要件として課すもの。

（※３）カップル支払い
経済的，社会的，環境上重要で生産維持が困難な特定の品目
について生産とリンクしたカップル支払いを認めるもの（例：
牛肉，乳製品等）。

※加盟国は，原則として，第１の柱又は第２の柱の予算枠の最大１５％を他の柱に使用可能。

具体的な施策



次期共通農業政策を巡る議論（議論の経緯）

次期ＣＡＰ予算案の公表（２０１８年５月）

・欧州委員会は，２０２１～２０２７年の多年度財政枠組み（ＭＦＦ）案を公表。

・その中で次期ＣＡＰ予算については総額３６５０億ユーロ（２０１８年価格ベース）とされた（現行予算から約５％の削減。ＥＵ全体予算に占め
る割合は２８．５％と大幅に減少。）。

次期ＣＡＰ見直し関連法案の公表（２０１８年６月）

農業者の公正な
所得確保

世代交代への支援

質の高い食品及び
健康の確保

農村地域の活性化

競争力の向上
フードチェーンにおける農家
の交渉力の強化

気候変動への対応

土壌・水等天然
資源の保全

生物多様性・景観の
保全

・欧州委員会により，次期ＣＡＰにおいては，現行ＣＡＰの基本的な枠組みを維持しつつ，①加盟国の裁量を拡大し，異なる気
候条件や農業形態等各加盟国の実情に柔軟に対応できる仕組みとする，②環境・気候変動への対応の一層の強化，③簡素化によ
る加盟国や農業者の事務負担の軽減，等を目指す方針が示された。

・特に，②に関しては，厳しいＥＵ財政状況の中，ＣＡＰ予算を確保するためには，ＥＵ全体の重要課題である環境・気候変動
問題への貢献が必要不可欠となっているとの事情が背景にある。

次期ＣＡＰ見直しに関する基本方針の公表（２０１７年１１月）

・欧州委員会により，上記基本方針と予算案をベースとして作成された次期ＣＡＰ見直し関連法案が公表され，ＥＵ理事会及び欧州議会によ
る議論が開始。

（出典）欧州委員会ホームページ掲載図を基に当代表部作成

次期ＣＡＰが目指す９つの目標
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①加盟国によるＣＡＰ戦略計画の作成・実施・評価

●加盟国間で異なる農業実態・土地・気候条件等に対して，より柔軟な対応ができるよう，加盟国の施策選択に係る
裁量を拡大。

●具体的には，各加盟国は，欧州委員会の設定した９つの目標（Ｐ４参照）達成に向けて用意された複数の施策メ
ニューの中から，自国の農業・農村課題に対応する上で必要な措置を特定し，ＣＡＰ戦略計画案を作成。欧州委員
会の承認を得た上で，同計画に基づく施策を実施。

●個別品目に係る市場介入措置（公的買入，民間貯蔵助成等）は，各加盟国のＣＡＰ戦略計画において位置付け。

●加盟国は，毎年，予め定められた共通の指標に基づき，自国の戦略計画実施状況・成果等を検証の上，結果を
公表（「コンプライアンス・ルール重視からパフォーマンス・成果重視へ」）。

●直接支払額の大半が経営面積の大きい大農家に集中しているとの批判に対応し，中小農家への支援を重視する観
点から，１農家当たりの直接支払額が６万ユーロを超える場合は，超過分に係る支払額を漸減させるとともに，１農家当
たりの支払上限額を１０万ユーロに設定。

●第１の柱に関して，「基礎支払い」と上乗せ措置である「グリーニング支払い」から成る方式を廃止し，義務的な環境
要件に基づく基礎支払いを一本化。両者の受給要件を統合・強化（一部要件を強化するとともに，新たな環境要件を
追加）することで，農業者による環境・気候変動への取組を強化。

●加盟国は，上記の義務的な取組に加えて，更なる環境・気候変動への取組を行う農業者に対して，上乗せ支払い
を行う（「エコ・スキーム」）。

●加盟国は，現行制度で可能な１５％の柱間の予算移転に加えて，第２の柱における環境・気候変動対策として，第
１の柱から追加的に最大１５％の財源を移転可能とする。

次期共通農業政策を巡る議論（欧州委員会提案のポイント）

②直接支払い予算の上限設定等

③環境・気候変動の取組の強化（「グリーン・アーキテクチャー」）



加盟国・欧州議会・関係者等の反応●新たに義務的な要素を追加するものであり，手続面の負担も増加するなど，制度が複雑化していると批判。

●ＣＡＰ戦略計画については，加盟国が実情に合わせて計画立案・実施できる十分な柔軟性を与えられていない可能性を懸念。

●環境・気候変動への取組については，簡素化が必要であり，より柔軟なものとすべきと主張。

加盟国の反応

●制度の複雑化と手続面の負担の増加をもたらし，農業の後継者不足に拍車をかけるものであると批判。

●ＣＡＰ戦略計画については，加盟国の裁量を拡大させることで，ＥＵがこれまで進めてきたＥＵ農業政策と市場の統一化の動きに逆行（リ
ナショナリゼーション化）することを懸念。

●ＣＡＰ予算額の大幅削減に強く反対。特に，農村振興予算や危機管理対応策が不十分であると批判。

欧州議会の反応

●ＣＡＰ予算の減額に反対。特に，環境・気候変動への取組は，予算額の維持なしには不可能であるとして，現行予算規模の維持を強く
主張。

●見直し案は農業者の負担を増やす懸念があり，全体を簡素化すべきと主張。

●戦略計画等の新たな措置により，ＥＵ加盟国共通の政策という要素が失われるのではないかという点を強く懸念。

●青年農業者や世代交代促進のための支援（直接支払いの上乗せ措置，就農助成等）の強化を評価。

ＥＵレベル農業団体（コパ・コジカ）の反応

今後の見通し

次期共通農業政策を巡る議論（欧州委員会提案への反応）

●理事会及び欧州議会は，次期ＣＡＰの詳細を議論・決定する上で必要な次期ＣＡＰ予算額の決定を待っており，最終的な合意は次期
ＭＦＦの議論の決着後となる見込み。

●２０１９年１２月から新たな欧州委員体制が発足したことを受け，今後，新体制の最優先課題のひとつとされるグリーンディール政策が
次期ＣＡＰの議論にどのように影響を及ぼすかについて注目される。

●このような中，欧州委員会は，予定されていた２０２１年からの次期ＣＡＰ開始は困難であると判断し，２０１９年１１月，次期ＣＡＰ開始
時期の延期（２０２２年１月～）及び必要な移行措置を設ける旨の提案を提出。
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